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参考資料２



介護休暇の時間単位取得にかかる閣議決定等

経済財政運営と改革の基本方針2019（令和元年６月21日閣議決定）（抄）

第２章 Society 5.0時代にふさわしい仕組みづくり
２．人づくり革命、働き方改革、所得向上策の推進
（１）少子高齢化に対応した人づくり革命の推進
⑧女性活躍の推進

様々なハラスメントの防止など女性の就業・登用のための更なる環境整備を推進及び仕事と時間的制約との両
立を支援するため時間休制度の拡大などの休暇制度改革を検討するとともに、・・・（略）。

（２）働き方改革の推進

子育て、介護、治療など様々な事情に応じて、柔軟に休暇を取得できるよう、民間企業において、１時間単位
で年次有給休暇を取得する取組を推進する。また、介護休暇制度については、現行では半日単位の取得しか認
められていないため、１時間単位の取得が可能となるよう、必要な法令の見直しを行う。

規制改革実施計画（令和元年６月21日閣議決定）（抄）

II 分野別実施事項
４．保育・雇用分野
（４）介護離職ゼロに向けた対策の強化
No.５ 介護休暇制度の更なる柔軟化

介護休暇の取得単位について、時間単位の取得が可能になるよう、必要な法令の見直しに向けた措置を講ずる。

実施時期：令和元年度検討・結論、結論を得次第速やかに措置

女性活躍加速のための重点方針2019（令和元年６月18日すべての女性が輝く社会づくり本部決定）（抄）

Ⅲ 女性活躍のための基盤整備
２．子育て、介護基盤の整備及び教育の負担軽減に向けた取組の推進
（１）待機児童解消や「介護離職ゼロ」に向けた、子育て・介護基盤の整備等
②「介護離職ゼロ」に向けた介護サービス基盤の整備等

また、「介護離職ゼロ」に向けて、仕事と介護を両立できるよう、現在半日単位での取得が認められている介
護休暇制度について、時間単位での取得を可能とするなど柔軟な取得の方策について検討する。

２
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(2)介護離職ゼロに向けた対策の強化

ア介護休暇制度の更なる柔軟化

【令和２年度検討・結論、結論を得次第速やかに措置】

＜基本的考え方＞

政府は「介護離職ゼロ」に向けた取組を掲げ、介護サービスの拡充や仕事と介護の両立支

援制度の整備を進めてきた。しかし、働きながら介護をする労働者は今後もさらに増え続ける

と見込まれるため、より一層の取組が必要である。

近年顕著に増加している認知症介護の場合、認知症の症状である徘徊や暴行等のBPSD が

要因となり、家族介護者が突発的な対応を余儀なくされることが多い。また、認知症は症状が

徐々に進行する特徴があるため、変化に応じてケアプランの見直しを行う等、家族介護者が介

護専門職と相談できる機会の確保が不可欠である。こうした相談は短時間で済む場合が多い

が、現行の介護休暇は取得単位が「半日」であるため、所要時間に応じた小刻みの取得がで

きない。

以上の基本的考え方に基づき、以下の措置を講ずるべきである。

＜実施事項＞

厚生労働省は、介護休暇の取得単位について、時間単位の取得が可能になるよう、必要な

法令の見直しに向けた措置を講ずる。

規制改革推進会議 第５次答申（令和元年６月６日規制改革推進会議決定）（抄）



○ 要介護状態にある対象家族の介護その他の世話を行う労働者は、事業主に申し出ることにより、
対象家族が１ 人であれば年に５ 日まで、２ 人以上であれば年に１０ 日まで、１日単位又は半日
単位（１日の所定労働時間の２分の１）で休暇を取得することができる。

＜対象となる労働者＞

○ 原則として、対象家族を介護する全ての男女労働者（日々雇用者を除く 。） が対象となる。

ただし、労使協定がある場合は、事業主は以下の労働者からの介護休暇の申出を拒むことができる。

① 勤続６ヶ月未満の労働者

② 週の所定労働日数が２日以下の労働者

③ 半日単位で介護休暇を取得することが困難と認められる業務に従事する労働者（※１日単位での申出は拒めない）

○ １日の所定労働時間が４時間以下の労働者は、半日単位での取得はできない。

現行制度の概要（平成29年１月１日改正法施行）
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＜半日単位で介護休暇を取得することが困難と認められる業務に従事する労働者の例＞

イ 国際路線等に就航する航空機において従事する客室乗務員等の業務等であって、所定労働時間の途中ま

で又は途中から子の看護休暇又は介護休暇を取得させることが困難な業務

ロ 長時間の移動を要する遠隔地で行う業務であって、半日単位の子の看護休暇又は介護休暇を取得した後

の勤務時間又は取得する前の勤務時間では処理することが困難な業務

ハ 流れ作業方式や交替制勤務による業務であって、半日単位で子の看護休暇又は介護休暇を取得する者を

勤務体制に組み込むことによって業務を遂行することが困難な業務

現行の介護休暇制度の概要



法第16条の５

① 家族介護を行う労働者は、事業主への申出により、年５労働日（対象家族２人以上：10労働日）まで介護休暇

を取得可

② 介護休暇は、省令で定める者（＝所定労働時間が一日4時間以下の労働者）を除き、省令で定める単位（＝半

日（中抜け無し））で取得可

法第16条の６ ※②は法第6条第1項ただし書及び第2項の準用

① 事業主は、労働者から申出があったときは拒むことができない。

②-1 次に掲げる労働者のうち、労使協定で介護休暇を取得できない者と定められた労働者から申出があった場合

は申出を拒める。

１ 雇用期間6か月未満の者

２ 取得できないことに合理的な理由が認められる者として省令で定める者（＝週の所定労働日数が2日以下の

労働者）

３ 省令で定める単位（半日（中抜け無し））で取得することが困難な業務に従事する者のうち、省令で定める単位

（＝半日（中抜け無し））で取得しようとする者

②-2 申出を拒まれた労働者は介護休暇を取得することができない。

介護休暇に関する現行の育児・介護休業法の規定の構造
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則３９
則４０

則４２

イ 国際路線等に就航する航空機において従事する客室乗務員等の業務等であって、所定労働時間の途中

まで又は途中から介護休暇を取得させることが困難な業務

ロ 長時間の移動を要する遠隔地で行う業務であって、半日単位の介護休暇を取得した後の勤務時間又は

取得する前の勤務時間では処理することが困難な業務

ハ 流れ作業方式や交替制勤務による業務であって、半日単位で介護休暇を取得する者を勤務体制に組み

込むことによって業務を遂行することが困難な業務

指針 第２－２－(3)

指針で例示
則４０

則４０



介護休暇の適用関係

半日単位、

１日単位

いずれも取得可

下記を除く労働者

１日単位のみ

取得可

① 一日の所定労働時間が４時間以下の労働者

（育介法16の5②、育介則39）

② 困難業務に従事する労働者（労使協定あり）

（育介法16の6②）

取得不可

① 雇用期間が6月に満たない労働者（労使協定あり）

（育介法16の6②）

② 週の所定労働日数が2日以下の労働者（労使協定あり）

（育介法16の6②、育介則42、告示）
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※育介指針（大臣告示）において、困難業務を例示



時間単位で取得可 半日単位で取得可 １日単位のみ 不明

平成26年度 21.3 16.3 61.7 0.6 

平成29年度 16.4 68.0 15.6 

H29年度規模別 時間単位で取得可 半日単位で取得可 １日単位のみ

500人以上 17.7 75.4 7.0 

100～499人 16.0 73.0 11.0 

30～99人 14.6 67.8 17.6 

5～29人 16.8 67.7 15.5 

介護休暇の規定状況

【介護休暇の取得可能単位別事業所割合】

（出典） 雇用均等基本調査（厚生労働省）

７

規定あり 規定なし 不明

平成26年度 80.6 19.2 0.2

平成29年度 83.5 16.5 0.0

【介護休暇制度の規定の有無別事業所割合】 ※労働者が30人以上いる事業所に限る。
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（法第16条の５第２項の厚生労働省令で定める１日未満の単位等）

第40条 法第16条の５第２項の厚生労働省令で定める１日未満の単位は、半日（１日の所定労

働時間数（日によって所定労働時間数が異なる場合には、1年間における1日平均所定労働

時間数とし、１日の所定労働時間数又は１年間における１日平均所定労働時間数に１時間に

満たない端数がある場合は、１時間に切り上げるものとする。次項第２号において同じ。）の２

分の１とする。）であって、始業の時刻から連続し、又は終業の時刻まで連続するものとする。

２ （略）

【育児・介護休業法】

（介護休暇の申出）

第16条５ （略）

２ 介護休暇は、１日の所定労働時間が短い労働者として厚生労働省令で定めるもの以外の者

は、厚生労働省令で定めるところにより、厚生労働省令で定める１日未満の単位で取得する

ことができる。

３・４ （略）

【育児・介護休業法施行規則】

（法第16条の５第２項の所定労働時間が短い労働者として厚生労働省令で定めるもの）

第39条 法第16条の５第２項の所定労働時間が短い労働者として厚生労働省令で定めるもの

は、１日の所定労働時間が４時間以下の労働者とする。

介護休暇制度 関連規定（１）
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現行制度では、半日単位で介護休暇を取得することが困難と認められる業務に従事する労働者
を労使協定で定めた場合には、当該労働者から半日単位での介護休暇の取得申請があっても、
この申出を拒むことができる（１日単位での取得申出は拒めない）

【子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにす

るために事業主が講ずべき措置に関する指針（平成21年厚生労働省告示第509号）】

第２ 事業主が講ずべき措置の適切かつ有効な実施を図るための指針となるべき事項

２ 法第16条の2の規定による子の看護休暇及び法第16条の5の規定による介護休暇に関する事項

(3) 法第16条の3第2項及び第16条の6第2項の規定により、労使協定の締結により厚生労働省令で定める1

日未満の単位での子の看護休暇又は介護休暇の取得ができないこととなる「業務の性質又は業務の実施

体制に照らして、厚生労働省令で定める1日未満の単位で取得することが困難と認められる業務」とは、例

えば、次に掲げるものが該当する場合があること。なお、次に掲げる業務は例示であり、これらの業務以外

は困難と認められる業務に該当しないものではなく、また、これらの業務であれば困難と認められる業務に

該当するものではないこと。

イ 国際路線等に就航する航空機において従事する客室乗務員等の業務等であって、所定労働時間の途

中まで又は途中から子の看護休暇又は介護休暇を取得させることが困難な業務

ロ 長時間の移動を要する遠隔地で行う業務であって、半日単位の子の看護休暇又は介護休暇を取得し

た後の勤務時間又は取得する前の勤務時間では処理することが困難な業務

ハ 流れ作業方式や交替制勤務による業務であって、半日単位で子の看護休暇又は介護休暇を取得する

者を勤務体制に組み込むことによって業務を遂行することが困難な業務

介護休暇制度 関連規定（２）



＜ 対象となる労働者＞

○ 原則として、対象家族を介護する全ての男女労働者（日々雇用者を除く 。） が対象となる。

ただし、以下の労働者に対して労使協定がある場合は、事業主は介護休暇の申出を拒むことができる。

① 勤続６ヶ月未満の労働者

② 週の所定労働日数が２日以下の労働者

③ 半日単位で子の看護休暇を取得することが困難と認められる業務に従事する労働者（※１日単位で

の申出は拒めない）

○ １日の所定労働時間が４時間以下の労働者は、半日単位での取得はできない。
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○ 小学校就学前までの子を養育する労働者は、事業主に申し出ることにより、小学校就学前まで

の子が１人であれば年に５日まで、 ２人以上であれば年に１０ 日まで、１日単位又は半日単位
（１日の所定労働時間の２分の１）で休暇を取得することができる。

子の看護休暇は、病気やけがをした子の看護を行うためや、子に予防接種または健康診断を

受けさせるために利用することができる。

現行制度の概要（平成29年１月１日施行）

子の看護休暇制度について

＜半日単位で子の看護休暇を取得することが困難と認められる業務に従事する労働者の例＞

イ 国際路線等に就航する航空機において従事する客室乗務員等の業務等であって、所定労働時間の

途中まで又は途中から子の看護休暇又は介護休暇を取得させることが困難な業務

ロ 長時間の移動を要する遠隔地で行う業務であって、半日単位の子の看護休暇又は介護休暇を取得

した後の勤務時間又は取得する前の勤務時間では処理することが困難な業務

ハ 流れ作業方式や交替制勤務による業務であって、半日単位で子の看護休暇又は介護休暇を取得

する者を勤務体制に組み込むことによって業務を遂行することが困難な業務



時間単位で取得可 半日単位で取得可 １日単位のみ 不明

平成26年度 20.6 19.0 60.3 0.1

平成30年度 19.5 64.7 15.0 0.8 

H30年度規模別 時間単位で取得可 半日単位で取得可 １日単位のみ

500人以上 22.8 70.0 6.7 

100～499人 19.0 70.4 10.7 

30～99人 16.5 66.0 16.4 

5～29人 20.2 64.0 15.0 

（出典） 雇用均等基本調査（厚生労働省）

【子の看護休暇の取得可能単位別事業所割合】

子の看護休暇の規定状況
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【子の看護休暇制度の規定の有無別事業所割合】 ※労働者が30人以上いる事業所に限る。

規定あり 規定無し 不明

平成26年度 81.2 18.7 0.1

平成30年度 81.5 17.4 1.1


